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団結と
協力

2019年1月31日 FRBは金融引き締めの終了を示唆（2019年1月） 
2019年1月18日 任期前半を終えたトランプ大統領、『成果と課題』は？ 

（No.2,504） 
〈マーケットレポートNo.6,424〉 

2019年2月8日 

大型減税の実施、雇用創出といった成果を強調 
米国民と議会に団結と協力を要請 

通商政策への言及は僅か、市場の反応も薄い 

 2019年2月5日に、トランプ大統領が上下両院の合同会議で行った『一般教書』演説は、従来のような敵

対的なトーンがなりを潜め、米国民や上下両院に団結と協力を求めるような主張が目立ちました。 

 冒頭では、大型減税の実施や雇用の創出といった成果を披露しました。オバマ前政権が導入した医療保険

制度、いわゆるオバマケアについては、強制加入義務を廃止したと訴え、自らの成果としました。 

 『一般教書』演説翌日2月6日の米国市場の株価

は、前日までの上昇の反動で下落しました。ただし、

今回の『一般教書』の内容に新味はなく、演説その

ものへの株価の目立った反応はありませんでした。 

 通商問題に関しては、中国との貿易交渉に言及し、

構造的な改革を求めましたが、特に目新しい内容は

ありませんでした。日本や欧州への言及はなく、通商

政策に触れた時間は僅かでした。 

トランプ米大統領の『一般教書』演説の内容は？ 
『一般教書』演説とは、アメリカ合衆国において、大統領が連邦議会の上下両院の議員を対象に、経済、外

交など幅広い政策課題や方針について説明する演説です。 『一般教書』は「年頭教書」ともいわれ、「予算教

書」、「大統領経済報告（経済教書）」と合わせて三大教書と呼ばれることもあります。2月5日に行われたト

ランプ大統領の就任3年目の『一般教書』演説では、団結と協力を求める主張が目立ちました。 

 今回の『一般教書』演説のなかで、最も時間が割かれたのは、移

民問題でした。そのなかで、「コンクリートの壁ではないにしても、物

理的な障壁を建設する」と述べています。言い方はやや柔らかく

なったものの、不法移民対策には壁が最も効果的な方法であると

の従来からの見解に変化はないことが窺われます。 

 一方、経済政策への言及は、景気拡大の持続に満足してか、ほ

とんどありませんでした。追加の減税政策は念頭にないようで、唯

一、社会資本（インフラ）整備投資の強化に触れるにとどまって

います。トランプ大統領が、インフラ投資強化が必要だと述べた場

面では、民主党サイドも拍手を送りました。インフラ投資の重要性

という点では、大統領と民主党の間に意見の相違はないようです。

今後の課題は、その財源と考えられます。 

最も多くの時間が割かれたのは移民政策 
経済政策への言及は、インフラ整備投資に限定 

https://www.smam-jp.com/market/report/keyword/usa/key190118us.html
https://www.smam-jp.com/market/report/marketreport/usa/news190131us.html

